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＜当社20年間の取扱高推移＞
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■ジャスコカードの発行 ［1981年7月］

■CD機の設置 ［1984年9月］

■台湾に会社設立 ［1999年12月］

■香港に会社設立 ［1990年7月］

■タイに会社設立 ［1992年12月］

■東証1部上場 ［1999年8月］

■マレーシアに会社設立
［1997年7月］

■イオンカードの発行 ［2000年10月］

■会社設立 ［1981年6月］

株主の皆さまにおかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し上

げます。

おかげさまで当社は、本年6月20日に会社設立20周年を迎えることが

できました。これもひとえに株主の皆さまの温かいご支援の賜と、心よ

り厚く御礼申し上げます。

さて、当中間期における当社の取り組みといたしましては、『イオンカ

ード』の新規会員の拡大に注力するとともに、イオングループ各社で発

行いたしておりました提携カードを随時『イオンカード』に切替、更新

をさせていただきました。

これにより、イオングループの各社がこれまで別々に提供しておりまし

た会員特典を一枚のカードに集約することができ、加えてイオングルー

プが総力を挙げて実施している『イオンフェスティバル』において特典

を強化するなど、大きな魅力付けを実現することができました。

また、『イオンカード』を更に魅力あるカードに育てるため、加盟店ネ

ットワークの拡大や業界NO.1となりましたキャッシュディスペンサー

ネットワークの構築など利便性の向上に取り組むとともに、『イオンカ

ード』のブランド醸成の一環として、タレントの井川遥さんを起用した、

新しいテレビコマーシャルの放映を開始いたしました。

これらの取り組みに加えて、業務の集中化によるローコストオペレーシ

ョンの推進、アジアネットワークの拡大、新しい収益源の育成につきま

しても着実に取り組んだ結果、当中間期も増収増益を継続して達成し、

過去最高益を更新することができました。

また、環境保全活動をいっそう推進するための一環として本年7月に、

全国55ヵ所全ての事業所で環境マネジメントシステムの国際標準規格

「ISO14001」を一括認証取得いたしましたことをあわせてご報告申し

上げます。

今後につきましても、グローバルに活躍する金融サービス企業を目指し

て精一杯取り組んでまいりますので、株主の皆さまにおかれましては、

変わらぬご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

2001年10月

■トイザらスカードの発行 ［1997年11月］

着実に鮮やかに
これからも
着実に鮮やかに
これからも

■ 中国（シンセン）に会社設立 ［2000年6月］



●提携加盟店での、お客さま感謝デーなどの割引特典を付与しております。
●カード会員限定のお得な特別セール情報をお知らせしております。
●利用金額に応じたポイント制度を通じてお客さまに還元しております。
●遊園地や映画館などさまざまな施設での優待割引を付与しております。

43

いっしょに暮らすカード『イオンカード』
当社の成長の源泉は、できるだけ多くのお客さまに
イオンマークのクレジットカードをお持ちいただき、
日々の生活の中でご利用いただくことにあります。
そのために、これまで多くの特典や利便性、安心感と
いったサービスの導入に努めてまいりました。一方で、
これらのサービスの向上や拡大を推進するためにロー

コストオペレーションを展開し、生産性の向上に努力
してまいりました。その結果、当中間期の連結取扱高
は5,849億46百万円（前年同期比18.6％増）となっ
ており、さらに成長を続けております。

イオンETCカード

郵便貯金ICクレジットカード

ザ・ボディショップクラブカード

●お客さまへのサービスの充実を支え
るローコストオペレーション体制の
強化により、営業収益経常利益率、
社員1人当り経常利益や総資本経常
利益率など収益性や生産性指標は
年々高まっております。

ローコストオペレーション
による効率化

より
お得

●全国54万6,000店の当社加盟店及び国際ブランド提携加盟店でご利
用いただけます。
●一回払い、リボ払い、分割払い、ボーナス一括払いなど、さまざま
な支払方法をお選びいただけます。
●自社CD1,368台と12万台を超える業界NO.1のCD・ATMネット

ワークでキャッシングサービスがご利用いただけます。
●世界29都市に広がるイオンワールドデスクは、海外旅行での各種ご予約や
急病、盗難などのトラブル対応をサポートいたします。

●インターネット上のイオンカードネットブランチで24時間カードのお申込
み受付や、請求明細など各種情報をご覧いただけます。

●インターネットでのカードのお申込みについては、カードプロセスセンター
と連動し、最短で翌日にカードをお届けいたしております。

●カードの盗難・紛失による悪用には、盗難保険の導入により、損害を
保障しております。
●カードをご利用のお買い物商品の不慮の破損に対しては、ショッピ
ングセーフティ保険を導入し、損害を補償しております。
●自動車の故障や配水管のつまりなど急なトラブルに対しては、イオン

サポートサービスを導入し、無償修理などに対応しております。
●インターネットでも安心してお買い物をしていただけるように、優れたセキ
ュリティー機能をもったペイメントゲートウェイ「イオンレジ」を開発し、
多数のショッピングサイトで採用いただいております。

●子会社のエヌ・シー・エス興産（株）を通じ、さまざまなリスクに対応する
各種保険を販売しております。

●子会社のエー・シー・エス債権管理回収（株）を通じ、お客さまのご返済に
ついてご相談させていただくカウンセリングを行っております。

より
便利

より
安心

当社は、これからもより多くのお客さまにイオンマークのカードをお持ちいただき、

より多くのお客さまにご利用いただきたいと願っております。

そのための架け橋が、ICカードです。ICカードは、さまざまな可能性を秘めており、

これを採用することで、お客さまへのサービスが格段に向上することは間違いありま

せん。特に、通信や交通といった分野でのお支払い、少額のお買い物のお支払いな

どの決済機能、本人認証による安全面の強化や公共機関の業務改善などの ID機能に

その真価を発揮します。

当社はこれらの機能に加え、この ICカードを活用してお客さまひとりひとりの「お

得なこと」「便利なこと」「安心できること」に合わせたサービスに変革していきた

いと考えており、その実現に向けて、機能の開発、準備を推進しております。

さらに、お得、便利、安心

将来のクレジットカード市場で、サービス内容の革新が期待できる ICカードの導入

には、新たな投資が必要となります。それに備え、かねてより当社は、事務処理集

中センター構想のもと、先進の IT技術を取り入れ、全国の事業所で分散して行って

おりましたカード発行に関わる業務の集中処理を行う体制を整えてまいりました。こ

れまでに、年間200万件を超えるお電話でのお問い合わせに迅速に対応するコール

センター、年間150万件を超えるカード発行の審査を適切に行う審査センターを設

立してまいりましたが、本年、年間3,000万件のご請求のご案内に対応する債権管

理センターを開設し、当初の構想が完成いたしました。これにより、お客さまへの

応対サービスを向上させるとともに、業務時間の短縮や、人員の縮小が図れ、さら

なる効率化が実現できると考えており、今後、さらに各センター間の連携を強固に

することにより、一層のローコストオペレーション体制を推進いたします。

さらなるローコストオペレーション

（単独経営指標）

営業収益
経常利益率

社員１人当り
経常利益

総資本
経常利益率

1998年度
決算

21.1％

17百万円

4.3％

1999年度
決算

25.7％

24百万円

5.5％

2000年度
決算

28.9％

28百万円

6.4％



1990年設立。1995年9月香港証券取引所に株式
を上場。現在、国際ブランドのマスター、アメリ
カンエクスプレスと提携したイオンカードを
中心に77万人の会員数を擁する香港でも指折り
のクレジット会社に成長しております。当下期よ
り、VISAとの提携カードの発行を開始し、さら
なる業容の拡大を図っております。

1992年設立。1996年7月よりクレジットカード
事業の推進により急成長を続けております。イオ
ンカードおよび現地の大手小売業との提携カード

を中心に、昨年、国際ブランドのマスター、JCB
とも提携し、現在、会員数は43万人を数えてお
ります。積極的な営業所の新規出店およびキャッ
シュディスペンサーの展開により、業容も急拡大
しております。

1997年設立。マレーシア全土の主要都市におい
て個品あっせん事業を展開しております。すでに
15万人以上のお客さまにご利用いただき、リピ
ーターとなるお客さまは7万人以上になりまし
た。今後のクレジットカード事業へ進出するため
の基盤が整ってまいりました。

1999年設立。現在個品あっせん事業の推進の
ため、加盟店拡大に努めております。

2000年設立。現地のローコストな事業環境を
活かし、コールセンター事業を展開しておりま
す。現在、当社の香港現地法人のインフォメー
ション業務やご利用請求のご案内業務などを受
託しており、今後のグループ外企業の業務受託
に向けた準備を進めております。
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日本で培った、ノウハウと信頼は、アジア
各国でも広く支持されております。当社は、
1990年の香港現地法人設立を皮きりに、
タイ、マレーシア、台湾、中国シンセンに
も現地法人を設立し、それぞれの国と地域
で、「お客さまの未来と信用を活かす生活
応援企業」として活躍しております。

406億32百万円

103億 1百万円

48億円

20.5％増

19.2％増

2.6％増

営業収益

経常利益

中間純利益

決算ハイライト アジアでも　 暮らしの中に広がっています。

■連結決算

300億46百万円

80億25百万円

40億56百万円

16.4％増

20.3％増

4.5％増

営業収益

経常利益

中間純利益

■単独決算

香　港
(AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.)

タ　イ
(AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC.)

台　湾
(AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.)

マレーシア
(ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.)

中国シンセン
(AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD.)

コール
センター
事業

カード
プロセス
事業

集金代行
事業

ファイナンス
事業

保険
代理店
事業

クレジットカード
事業

香港

タイ

マレーシア

中国シンセン

台湾

当中間期におきましては、昨年度に発行したイオンカードの特典の増加に加え、
期間中で2回実施されましたイオンフェスティバルなどがカード利用の促進に大
きく貢献し、継続して増収増益を達成することができました。
なお、退職給付債務に関する積立不足額の5億33百万円を特別損失として、全
額費用処理を行っております。

エヌ・シー・
エス興産（株）

エー・シー・エス
債権管理回収（株）

エー・シー・エス
ファイナンス（株）

保険代理店事業

集金代行事業

ファイナンス事業

国内子会社
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国内トピックス

■提携カードの発行
地域の有力企業の特典を集約した地域密着型提携カー

ド｢イーノスカード｣や、インターネット上で申込みを
受付するWebサイトとの提携カード｢フープスカード｣
｢インフォグリーンカード｣｢美彩人カード｣を新たに発
行いたしました。

■ｅコマース事業
将来を見据えた取り組みの1つでありますeコマース事業につきましては、

決済サービス分野の強化としてクレジットカード決済機能の「イオンレジ」

に銀行振込、宅配代引きなどの決済機能を追加し、総合決済サービスの機

能向上を行いました。また、クレジットカードのスピード発行サービスは、

月間3,000件の申し込みをいただき順調に拡大をしております。さらにカ

ード発行手続きの簡略化目指し、三和銀行、ジャパンネット銀行のネット

支店の口座をお持ちの方が口座振替契約をインターネット上で完了できる

ようにいたしました。

加えて、携帯電話に続き、電話機に追加されたLモードでもカード会員さま

がお問い合わせできるようにいたしました。

■ＴＶＣＦの刷新

■債権管理センターの開設
お客さまへの請求額案内を効果的に行うため、

お客さまとの対話履歴に基づき自動的に在宅

時間にご連絡ができるプレディクティブダイ

ヤリングの導入やご入金案内の手紙の自動発

行に対応したシステムの導入を行い、迅速な

業務処理を実現いたしました。この債権管理

センターの完成により、一連の業務集中体制

の基盤が完成し、今後は、より運用面での効

率化を目指して推進してまいります。

幅広い年齢層に支持される｢井川遥｣さんを起用した新し

いテレビコマーシャルは、『なにげない毎日の暮らしの中

で、当たりまえであることの幸せみたいなものを感じる

……イオンカードは、そのような毎日の生活を

応援する、便利でお得なカードです。』という

コンセプトをもとに、いっしょに暮らすカード

という身近なイメージの浸透を

図りました。

■キャッシュカードで
口座振替を自動設定

業界で初めて、モバイル端末を店頭
募集コーナーで活用し、カード利用
代金の引き落とし口座設定をキャッ
シュカードで完了できる新しいサー
ビスを開始いたしました。これによ
りカード発行期間の一層の短縮化を
図ってまいります。

■イオンフェスティバルの実施

カード会員さまを始め、お客さまへの特典を満載したイオングルー
プの総力を挙げた新企画です。当中間期は、5月度と7月度に実施
され、カード取扱高の拡大につながりました。
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海外トピックス

THAILAND
AEON THANA SINSAP(THAILAND)PLC.

タ　イ

タイでは、優良顧客の囲い込みのため、これまでの提携カード
に加え小売業と提携したザ・モールカードを発行。さらに、お
客さま、加盟店のご要望にスピーディーに対応するため、カー
ドやローンの申込み、入金業務を自動対応する「AeON-SPOT」
を始め4営業所を開設し、合計33営業所体制で会員募集、加盟
店開発に注力した結果、当中間期の会員数は期首の30万人から
43万人に拡大することができました。また、累計加盟店数は
2,700店を超えてまいりました。さらに、顧客の利便性向上のた
め自社CDを期首の66台から96台に拡大いたしました。このよ
うな取り組みの結果、当中間期の営業収益は9億バーツ(25億
円)と昨年の2倍のペースで拡大しております。今後の業容拡大
による資金調達の必要に備え、タイ証券取引所
への上場を目指しております。

MALAYSIA
ACS CREDIT SERVICE(M)SDN.BHD.
マレーシア

マレーシアでは、家電メーカーとの協同プロモーションやエク
スプレスカード会員を対象とした販売承認のスピード化による
サービス強化に取り組むとともに、地方都市での営業強化とし
てイポー、マラッカに営業所を開設し、マレーシア全土に広が
る合計5営業所で加盟店開発を強化した結果、累計2,300店の加
盟店ネットワークに拡大することができました。

HONG KONG
AEON CREDIT SERVICE(ASIA)CO.,LTD.

香　　港

香港では「イオン・アメックスカード」を中心に会員拡大に取り
組むとともに、従来の提携カードにつきましても「アメックス」
ブランドを発行し、会員募集を強化した結果、当中間期は5万人
増の77万人の会員組織となりました。また、CDネットワークに
つきましては、自社CD288台に加えて、「シーラス」との相互提
携を行い香港No.1の2,300台のネットワークとなり、会員の利
便性を一層向上することができました。さらにコールセンターを
活用し、カードやローン申込みに対して30分以内に回答する事
前審査サービスを開始し、融資事業の取扱の拡大を図ってまいり
ました。

TAIWAN
AEON CREDIT SERVICE(TAIWAN)CO.,LTD.

台　　湾

4番目の海外拠点として会社を設立し、加盟店も期首の600店か
ら877店とさらに充実したことにより、当中間期の営業収益は、
すでに昨年度の年間営業収益を超える順調な拡大ができました。

SHENZHEN
AEON INFORMATION SERVICE(SHENZHEN)CO.,LTD.

シンセン

現在は、香港現地法人のインフォメーション業務に加え、イオン
キャッシュのテレマーケティング業務を請け負うなど業容を拡大
するとともに社員を期首の50名から100名に強化いたしました。
今後は、テレマーケティング業務の受託に向けた営業活動に取り
組んでまいります。



1 環境に配慮したカード素材の利用をはじめ、環
境に優しい製品の使用に努め、環境保全と汚染
の予防に取り組んでまいります。

2 省資源・省エネルギーへの取り組み等、環境保
全の意識の向上と資源の有効活用に努めてまい
ります。

3 環境に関する法規制および当社が受け入れを決
めた要求事項を遵守致します。

4 自らの責任において環境保全のための目的・目
標を設定し、その実現を目指すための推進体制
を整え、定期的な見直しを行い、環境保全活動
の継続的な推進・改善に努めてまいります。

5 環境方針は環境教育を通じて全従業員に周知徹
底してまいります。

6 環境方針を広く公開するとともに、積極的な情
報の開示や環境保全活動への支援、植樹活動や、
社会貢献活動に努めてまいります。
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環境方針

当社はこれまでにチャリティ機能付カードやときめきポイントを通じた寄付による

森林保護の助成をはじめ、ダイオキシンによる大気汚染に配慮したPET-G（非塩

化ビニール）素材でのカード発行や会員さまにお送りするご利用明細の封筒窓枠フ

ィルムにグラシン紙の利用、また、再生繊維ポリエステル素材を使用した制服の採

用など環境保全につながる取り組みを積極的に推進してまいりました。

その活動の一環として会社設立20周年を迎えるにあたり、環境方針を制定し、環

境目的・目標の策定、環境マネジメントシステムをスタートさせ従業員全員での取

り組みを行い、本年7月に「ISO14001（環境マネジメントシステムの国際標準規

格）」を財団法人日本品質保証機構

（JQA）より全国55ヵ所の事業所す

べてを対象とした広範囲の一括認証取

得ができました。

当社は、｢ISO14001｣の認証取得企業です。 環境保全活動、社会貢献活動環境保全活動、社会貢献活動

【社会貢献活動】
社会貢献活動といたしましては、1996年度より行ってお

りますカードを通じた会員さまの善意による日本点字図書

館への点字図書・テープ図書の寄贈や、1995年度より行

っております従業員のボランティアによる社会福祉施設へ

のチャリティ活動と募金による寄付活動など、継続して取

り組んでおります。

【社会福祉施設の活動を支援する
ホームページを無料で提供】

「イオンマーケット」（http://www.aeonmarket.com）

に、本年4月より社会福祉施設30ヵ所の年間行事の活動

風景や自主生産の作業風景を、写真を交えて紹介するコー

ナーを開設しております。このコーナーでは、インターネ

ット上で商品を簡単に購入できる電子決済システム「イオ

ンレジ」を導入し、各施設で自主生産されている商品を販

売しており、福祉施設の運営や障害をお持ちの方々の就労

を支援しております。今後、より多くの福祉施設にご参加

いただけるよう、各都道府県の社会福祉協議会の会員組織

でありますセルプセンター加盟の施設に働き掛け、このコ

ーナーを広げてまいります。

【イオングループを通じた活動】
イオングループ環境財団・イオングループ1％クラブを通

じた活動といたしましては、｢地雷廃絶キャンペーン募金」
「カンボジアでの学校建設支援募金」「イオンこどもエコク

ラブ」などの取り組みに対して、継続的な支援を行ってお

ります。
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連結貸借対照表
（単位：百万円）

流動資産
現金及び預金
割賦売掛金
営業貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

為替換算調整勘定
資産合計
【負債の部】
流動負債
買掛金
短期借入金
1年以内返済予定の長期借入金
コマーシャル・ペーパー
その他

固定負債
社債
長期借入金
その他

負債合計
少数株主持分
【資本の部】
資本金
資本準備金
連結剰余金
為替換算調整勘定
その他有価証券評価差額金
自己株式
資本合計
負債、少数株主持分及び資本合計

313,936
12,222
87,017

211,404
10,470
△ 7,178

13,609
5,437
2,898
5,273

73
327,619

107,653
29,756
19,293
20,624
25,000
12,979

147,734
10,000

137,438
296

255,388
6,978

15,466
17,046
32,739

─
─
△ 1

65,251
327,619

291,673
12,431
82,127

196,130
7,849

△ 6,863
11,805
4,682
2,040
5,082

880
304,360

105,454
29,647
15,795
34,520
15,000
10,491

132,744
10,000

122,482
261

238,198
6,131

15,466
17,046
27,517

─
─
△1

60,029
304,360

341,881
12,557
93,242

232,664
11,009
△7,592
15,775
6,427
2,810
6,538
─

357,657

103,069
29,268
24,442
15,602
22,000
11,756

176,676
25,000

150,848
827

279,745
8,043

15,466
17,046
36,301

204
849
△0

69,867
357,657

【資産の部】 （ ）（ ）

前中間期
2000年8月20日現在 （ ）

前期
2001年2月20日現在

当中間期
2001年8月20日現在

単独�連結�

20011998 1999 2000

（％）�
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13
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17

16 16
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（通期見込み）�
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本
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率
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Ｒ
Ｏ
Ｅ
）
の
推
移

株
主
資
本
・
株
主
資
本
比
率
の
推
移

90,000

60,000

30,000

0
1998 1999

（百万円）� （%）�

45,961
49,349

2001

62,531
69,867

20

22

2000

単独�

51,357

56,107
58,889

65,251

0

6

12
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24

連結�
株主資本�

単独�

株主資本比率�
連結�

20 20

22 22

20

22

（中間期）�

営
業
収
益
の
推
移

経
常
利
益
の
推
移

中
間
（
当
期
）
純
利
益
の
推
移

80,000

60,000

40,000

20,000

0
1998 1999 2000

（百万円）�

2001

単独�
連結�

30,046

40,63240,989

53,539
47,280

62,390
54,410

71,232

（中間期）�

1998 1999 2000

（百万円）�

8,666
11,262 12,135

15,512 15,735

19,802単独�
連結�

8,025
10,301

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2001（中間期）�

12,000

9,000

6,000

3,000

0
1998 1999 2000

（百万円）�

4,602
5,640 6,239

7,600

4,056

8,998

10,613

4,800

単独�
連結�

2001（中間期）�

連結損益計算書

営業収益
総合あっせん収益
個品あっせん収益
融資収益
融資代行収益
その他収益
営業費用
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
【特別損益の部】
特別損失
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
少数株主利益
中間（当期）純利益

71,232

12,065

3,149

49,408

3,069

3,540

51,289

19,943

216

357

19,802

─
19,802

7,598

1,589

10,613

33,718

5,607

1,412

23,563

1,489

1,645

25,211

8,506

165

32

8,639

─
8,639

3,203

757

4,678

40,632

6,692

2,257

28,109

1,707

1,865

29,828

10,803

79

581

10,301

533

9,768

3,953

1,014

4,800

（単位：百万円）

【経常損益の部】

連結剰余金計算書

連結剰余金期首残高
連結剰余金減少高
配当金
役員賞与金

中間（当期）純利益

連結剰余金中間期末（期末）残高

23,594

1,468

1,426

41

10,613

32,739

23,594

755

713

41

4,678

27,517

32,739

1,238

1,189

49

4,800

36,301

（単位：百万円）

（ ）（ ）
前中間期
2000年2月21日から
2000年8月20日まで （ ）

前期
2000年2月21日から
2001年2月20日まで

当中間期
2001年2月21日から
2001年8月20日まで

（ ）（ ）
前中間期
2000年2月21日から
2000年8月20日まで （ ）

前期
2000年2月21日から
2001年2月20日まで

当中間期
2001年2月21日から
2001年8月20日まで

中間財務諸表の概要（連結）
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（単位：百万円）

【資産の部】

単独貸借対照表

（ ）（ ）

前中間期
2000年8月20日現在 （ ）

前期
2001年2月20日現在

当中間期
2001年8月20日現在

財 務 体 質 の 強 化 に 向 け て

250,198
6,135

64,712
176,263

8,607

△ 5,519
13,506

3,919
2,644
6,941

263,705

84,091
28,399

2,054
17,500
25,000
11,137

120,724
10,000

110,530
194

204,816

15,466
17,046

3,287
23,088

─
58,889

263,705

250,198
6,135

64,712
176,263

8,607

△ 5,519
13,506
3,919
2,644
6,941

263,705

84,091
28,399
2,054

17,500
25,000
11,137

120,724
10,000

110,530
194

204,816

15,466
17,046
3,287

23,088
58,889

263,705

250,198
6,135

64,712
176,263

8,607

△ 5,519
13,506

3,919
2,644
6,941

263,705

84,091
28,399

2,054
17,500
25,000
11,137

120,724
10,000

110,530
194

204,816

15,466
17,046

3,287
23,088
58,889

263,705

流動資産
現金及び預金
割賦売掛金
営業貸付金　
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産
資産合計
【負債の部】
流動負債
買掛金
短期借入金
1年以内返済予定の長期借入金
コマーシャル・ペーパー
その他
固定負債
社債
長期借入金　
その他
負債合計
【資本の部】
資本金　
資本準備金
利益準備金
剰余金
その他有価証券評価差額金
資本合計
負債及び資本合計

業界でも高い格付を取得

A 格付投資情報センター（R&I）

A+ 日本格付研究所（JCR）
日本銀行よりCP発行適格企業認定

当社はこれまで積極的に財務体質の強化に取り
組み、格付機関より高い評価をいただいており
ます。

【経常損益の部】

営業収益

総合あっせん収益

個品あっせん収益

融資収益

融資代行収益

その他収益

営業費用

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

【特別損益の部】

特別損失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

中間（当期）純利益

前期繰越利益

中間配当額

中間配当に伴う
利益準備金積立額

中間（当期）未処分利益

（単位：百万円）
単独損益計算書

配 当 金 に つ い て

54,410

10,453

107

38,524

3,085

2,239

38,939

15,471

427

163

15,735

―

―

15,735

（ ）（ ）
前中間期
2000年2月21日から
2000年8月20日まで （ ）

当中間期
2001年2月21日から
2001年8月20日まで

前期
2000年2月21日から
2001年2月20日まで

中間財務諸表の概要（単独）

当期の中間配当金につきましては、1株につき20円を実
施させていただきました。なお、前期の中間配当金は1株
につき15円を実施しておりますので、5円の増配となっ
ております。

1．社債発行
前期に引き続き2001年7月に第2回国内無担保普通
社債150億円（期間7年）を発行いたしました。こ
れにより合計250億円の社債を発行しております。

2．債権流動化
当中間期もリボルビング債権の流動化100億円に加え
て、ボーナス払い債権48億円を実施いたしました。

3．長期固定借入比率

1999年度　　　2000年度　　　2001年度中間期
60％　　　　 73％　　　　　　 76％

4．直接資金調達比率
1999年度　　　2000年度　　　2001年度中間期

23％　　　　 28％　　　　 31％

１株当たりの中間配当金 20円

単 独 損 益 計 算 書 の 概 況

【営業収益】300億46百万円（前年同期比16.4％増）
（総合あっせん収益）56億45百万円（前年同期比15.7％増）

「イオンフェスティバル」での特別企画や「暮らし
の応援クーポンセール」など特典を強化し、加盟
店ネットワークを拡大した結果、好調に推移して
おります。

（融資収益）215億5百万円（前年同期比17.3％増）
業界NO.1のCD・ATMネットワークをさらに拡
大し、お客さまの利便性を向上した結果、カード
キャッシングが好調に推移しております。

【営業費用】218億78百万円（前年同期比13.0％増）
イオンカードの更新や、債権管理センターの開設
など新たな投資を行いましたが、ローコストオペ
レーションを徹底した結果、営業収益の前年同期
比の伸び率を下回ることができました。

【経常利益】80億25百万円（前年同期比20.3％増）
当初計画（80億円）を上回ることができました。

【中間純利益】40億56百万円（前年同期比4.5％増）
当初計画（40億円）を上回ることができました。
なお、退職給付会計の導入により退職給付債務に
関する積立不足額5億33百万円を特別損失として
全額費用処理を行っております。

25,804

4,878

42

18,329

1,497

1,057

19,362

6,441

268

37

6,673

―

6,673

2,793

3,880

3,774

―

―

7,654

30,046

5,645

58

21,505

1,713

1,124

21,878

8,168

384

527

8,025

533

7,491

3,435

4,056

5,325

―

―

9,381

54,410

10,453

107

38,524

3,085

2,239

38,939

15,471

427

163

15,735

―

15,735

6,736

8,998

3,774

713

71

11,988

238,021
6,564

64,995
164,905

6,914

△5,359
12,242

3,664
1,871
6,706

250,263

82,464
27,957

3,023
27,820
15,000

8,663
113,314
10,000

103,130
184

195,779

15,466
17,046

3,216
18,755

─
54,484

250,263

270,753
7,577

66,770
192,862

9,113

△5,570
15,307

4,272
2,504
8,531

286,060

79,248
27,568

7,074
12,900
22,000

9,705
144,280

25,000
118,530

750
223,529

15,466
17,046

3,687
25,510

820
62,531

286,060
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株主メモ

イオンクレジットサービス株式会社

8570

東京証券取引所市場第1部

東京都千代田区神田錦町

一丁目１番地

http://www.aeonmarket.com

1981年6月20日

154億6,650万円

612人

毎年2月20日

毎年5月20日までに実施

東京都千代田区丸の内一丁目6番2号

みずほ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目6番2号

みずほ信託銀行株式会社

本店証券代行部

〒135-8722

東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社

証券代行部

電話（03）3642-4004（大代表）

みずほ信託銀行株式会社

全国各支店

安田信託銀行株式会社

本店及び全国各支店

100株

日本経済新聞

代表取締役会長

代表取締役社長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

浅 野 和 郎

森 　 美 樹

浅 井 啓 志

斎 藤 　 稔

上 山 政 道

河 田 和 彦

小 坂 昌 範

高 山 孝 一

近 藤 安 彦

神 谷 和 秀

葛 西 　 謙

横 井 　 賢

木 村 洋 一

秋 山 栄 司

商 号

証 券 コ ー ド

上場証券取引所

本 店

U R L

設 立

資 本 金

従 業 員 数

決 算 期

定時株主総会

名義書換代理人

同事務取扱場所

お問い合わせ先

郵便物送付先

同 取 次 所

１単元の株式の数

公告掲載新聞

取締役および監査役（2001年8月20日現在）

会社データ

（ ）

ジャスコ株式会社（現　イオン株式会社）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

三菱信託銀行株式会社（信託口）

野村信託銀行株式会社（投信口）

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託（第一勧業銀行口）

東洋信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口）

マックスバリュ西日本株式会社

ミニストップ株式会社

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドン

包括信託受託者 さくら信託銀行株式会社（委託者 株式会社三井住友銀行）

21,042

2,291

1,505

1,216

1,135

1,006

802

694

693

650

44.23

4.81

3.16

2.55

2.38

2.11

1.68

1.45

1.45

1.36

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

■ 株主数 4,382名

■ 会社が発行する株式の総数 180,000,000株

■ 発行済株式総数 47,565,760株

■ 大株主

株
式
の
分
割
の
状
況

1995年4月10日 付 1：1.1 無償分割

1996年4月10日 付 1：1.1 無償分割

1997年4月10日 付 1：1.2 無償分割

1998年2月17日 付 1：1.2 無償分割

1999年4月 8日 付 1：1.1 無償分割

2000年2月10日 付 1：2 無償分割

所有者別株主数の構成比（4,382名）

その他国内法人2.01%

1998年2月� 1999年2月� 2000年2月� 2001年8月�

4,382

2001年2月�

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（名）�

2,986
2,500

6,609

5,315

株式の状況

株主数の推移

（2001年8月20日現在）

所有者別株式数の構成比（47,565千株）

証券会社0.46%
外国法人3.56%

個人91.92%

金融機関2.01%

その他0.05%

その他国内法人50.74%

金融機関35.42%

外国法人10.14%

個人3.45%
証券会社0.23%

その他0.02%


